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部会長 黒田 勝彦 神戸市立工業高等専門学校校長
佐伯 理郎 気象庁東京管区気象台長
鹿野 久男 （財）国立公園協会理事長
重川希志依 富士常葉大学大学院環境防災研究科教授
柴山 知也 横浜国立大学大学院工学研究院教授
田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター長
樋口 和行 日本自動車ターミナル（株）常勤監査役

【五十音順、敬称略】

防災・保全部会 委員

防災・保全部会の検討状況及び今後の予定

H20.3.19
第1回部会
基本的認識と

主要論点の整理

H20.5.23
第2回部会

中間報告骨子（案）
に関する審議

H20.6.23
第3回部会
中間報告（案）
に関する審議

H21年3月
第5回部会

答申（案）
に関する審議

H20.9.18
第4回部会
中間報告（案）
に関する審議

H20.10.9
第32回

港湾分科会
審議状況の報告

H21年
1～2月
パブコメ

H21年3月
港湾分科会

答申（案）
の報告

地球温暖化に対する国民の意識の高まりがみられる中、地球温暖化の防止・緩和への貢献（緩和策）と、わが国沿
岸地域の災害リスクの最小化（適応策）に関する施策を総合的に進めるための港湾政策の基本方向を検討するとと
もに、そうした施策を持続的に進めるための中長期的な対応プログラムを明確化するために、防災・保全部会におい
て、気候変動に対する総合的な港湾政策のあり方について検討する。

防災・保全部会における検討の目的
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海面水位の上昇

異常気象レポート2005（気象庁）より

近年一貫して海面水位が上昇傾向

気候変化とその影響に関する知見

２６～５９ｃｍ１８～３８ｃｍ
平均海面
水位上昇

約４．０℃
(2.4℃～6.4℃)

約１．８℃
(1.1℃～2.9℃)

平均気温
上昇

化石エネルギー源を重
視し高い経済成長を実

現する社会

環境の保全と経済の
発展が地球規模で両

立する社会

＜現状分析＞
■地球温暖化の原因は、人為起源の温室効果ガスの増加とほぼ断定
＜将来予測＞
■2030年までの間、社会シナリオによらず0.2℃／10年の気温上昇
■21世紀末には世界平均で最大59cmの海面上昇を予測
■熱帯低気圧の強度は増大し、極端な高潮位が増加
■温室効果ガス濃度が安定化したとしても、数世紀にわたって人為起源の温暖化や海面
水位上昇が継続

2100年における世界の平均気温上昇及び平均海面水位上昇

政府間パネル(IPCC)第４次評価報告書（2007年11月）

台風、海面水位、波浪等の変化

我が国に影響を及ぼす台風の増加

※太い実線はそれぞれの5年移動平均。
※細い波線はそれぞれの平年値（1971～2000年の平均値）

気候変動監視レポート2007（気象庁）より

日本沿岸で約100 年間の潮位記録をもち、かつ地盤変動の影
響が小さい5 地点の検潮所を選択。地点ごとに年平均海面水
位の約100 年間の平均を算出し、年平均海面水位からこの平
均値を引いた値を、5 地点で平均した値の推移を示している（細
線）。赤線は5 年移動平均を示す。

発生個数にかかわらず増加傾向

サイクロン・ナルジス
（平成20年5月2日～3日）

船舶の岸への乗り上げ港湾施設への被害

● 2008年5月2日夜にミャンマー・ヤンゴン南

西部イワラジ河口デルタに上陸したサイク
ロン・ナルジスは、上陸時風速50ｍ/sであり、

ハリケーン・カトリーナに匹敵するカテゴ
リー４に相当。

●サイクロン接近に伴い発生した高潮により多
くの人命が失われ、多くの家屋が破壊。

●ヤンゴン港も破壊され、係留中の船舶の多
数が沈没。

ヤンゴン港における高潮災害の緊急現地調査報告（速報）
（（独）港湾空港技術研究所）より
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エプロン上から台風により流出したコン
テナ（Ｈ１１年 北九州港）

593

879

海面
上昇後

1.5404人口（万人）

1.5577面積（k㎡）

倍
率

現
状

※国土数値情報をもとに作成
※３次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位
を下回るものを図示。面積、人口の集計は３
次メッシュデータにより行っている

※河川・湖沼等の水面の面積については含ま
ない

※海面が１ｍ上昇した場合の面積、人口の６
０％分を増分として計算

気候変化により想定される港湾及びその背後地への影響

東京湾（横浜市～千葉市） 伊勢湾（川越町～東海市） 大阪湾（芦屋市～大阪市）

176万人
（現状）

270万人
（海面上昇後）

90万人
（現状）

112万人
（海面上昇後）

138万人
（現状）

211万人
（海面上昇後）

高潮災害リスクの増大

平均海面が59cm上昇した場合、三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪
湾）のゼロメートル地帯の面積、人口は5割増加する。

老朽化が進行する堤防・護岸
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累積延長

S60
堤防の波返工が損傷した例 堤防の表法被覆工が損傷した例

海岸堤防の老朽化の状況

港湾機能への支障例

国土技術政策総合研究所 資料より

異常潮位による港湾施設の
浸水状況（Ｈ１４年 広島港）
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貨物自動車

自家用乗用車

その他輸送機関
-5.3%

-5.7%

+40.5%

+15.5%

+7.6%

+21.8％
+1.2%

+9.5％

-5.1%

-2.0%

-5.5%

-5.8%

その他輸送機関：バス、タクシー、鉄道、船舶、航空

二
酸
化
炭
素
排
出
量

（
百

万
t-C

O
2）

○乗用車の燃費の改善
・トップランナー基準による燃費改善
・自動車グリーン税制（2001年度～）の効果
低公害車登録台数は約1440万台。

（2006年度末現在）
乗用車登録台数
約3500万台（1990年度末）

→ 約5750万台（2006年度末）

○トラック輸送の効率化
・トラックの大型化や自営転換の進展
車両総重量24～25tの車両の保有台数
8万台(2002年度)→15万台（2006年度）

トラック全体に占める営業用トラック
の輸送量割合
77.2%（1997年度）→87.2%（2006年度）

• 2001年度以降、運輸部門からの排出量は減少傾向を示している。

• 貨物自動車は１９９６年度をピークにして減少、自家用乗用車は２００１年度をピークに減少

地球温暖化防止対策の現状

我が国の運輸部門におけるCO２排出量
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我が国の港湾に起因する温室効果ガス

【②荷役機械からのCO2排出量】
約３万t-CO2/年

【産業部門（工場等）からのCO2排出量】
約２０万t-CO2/年

【③ゲート待ち車輌によるCO2排出量】
約１万t-CO2/年

【オフィス・商業施設等からのCO2排出量】
約５０万t-CO2/年

【①停泊中船舶からのCO2排出量】
コンテナ船：約５万t-CO2/年
バラ積み船、フェリー等：約１１万t-

CO2/年

【⑤コンテナ貨物の背後圏輸
送 によるCO2排出量】
約４０万t-CO2/年

①入港・停泊

②荷役
③渋滞

④港内輸送

⑤背後圏輸送
工場等

【④コンテナ貨物の港内輸送による
CO2排出量】
約0.4万t-CO2/年

【倉庫・物流施設等からのCO2排出量】
約２０万t-CO2/年

オフィス・商業施設

倉庫・物流施設

（参考）港湾周辺臨海部におけるCO2排出

港湾を利用した物流に伴う温室効果ガスの排出は、停泊中船舶からの排出、港湾活動に伴う排出、背後輸送に伴う排出、臨海部の

産業や都市活動に伴う排出に分類される。

港湾地域からのＣＯ２排出（東京港における排出量の概算）
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港湾政策の基本方向

基本理念

適応策と緩和策のどちらも、その一方だけでは全ての気候変化
の影響を防ぐことはできないが、両者は互いに補完しあい、気
候変化のリスクを大きく低減することが可能。

ＩＰＣＣ第４次評価報告書

・水際線に位置し気候変化の影響を直接受ける。
・物流や産業活動からの温室効果ガスの排出に関与。

港湾の特徴

地球温暖化に起因する気候変化への適応策と緩和策を組み合わせた総合的な対策を進めることが不可欠。

適応策への取り組みの基本方向

背後地の高潮等の災害リスクの軽減

港湾機能の維持

緩和策への取り組みの基本方向

環境負荷の小さい物流体系の構築

港湾の諸活動から発生する温室効果ガスの抑制

港湾に立地す
る臨海部産業と
の連携

はしけ輸送へのシフト

内陸部における
空荷輸送の短縮

モーダルシフト

【船舶版アイドリングストップの
イメージ】

配
電
盤

受
電
設
備ケ
ー
ブ
ル

陸上電源受・
送電
施設

ＣＯ２等

陸側接続盤

受・送電施設
陸上電源

ケーブル

船側接続盤

船舶版アイドリングストップ 荷役機械のハイブリッド化
産業界における地球
温暖化対策との連携

技術の普及や技術開
発等の取組への協力
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適応策に関する具体的施策

特に先行して取り組む施策

監視体制の強化及び予測精度の向上 防護水準等の把握 災害リスクの評価

既往施策の更なる推進 ソフト施策の充実・強化 研究開発の推進

施設の現状把握のイメージ

目視点検 詳細調査

データベース化

地球温暖化を想定した浸水想定の例

高潮発生

高潮ハザードマッ
プの作成支援

（津波・高潮危機管
理対策緊急事業）

堤防の耐震調査、
耐震対策の実施

(海岸耐震対策緊急事業)

水門の自動化・遠
隔操作化等

（津波・高潮危機管理
対策緊急事業）

堤防の老朽化
対策の実施

堤防の嵩上げ
（海岸保全施設整備

事業（高潮対策））

高潮防災訓練の実施例

脆弱性分析

ゼロメートル地帯の高潮対策のイメージ

海面水位の上昇等に対応した
柔軟な防護能力等の向上

高潮等発生時の災害リスク
軽減のための予防的措置

災害時対応能力の向上

高潮ハザードマップの例

水理模型実験の例

全国の波高等の収集・分析

外力条件の把握

ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網）の観測点
（61地点：2008年4月時点）
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緩和策に関する具体的施策

適切な港湾及び輸送経路の選択促進

低環境負荷の物流システムの構築
モーダルシフトの促進

内陸部の貨物輸送におけるコンテナの空荷輸送の削減

港湾間のコンテナ横持ち輸送のモード転換の促進

リサイクルポート施策の推進

石狩湾新港

苫小牧港

北米

73km

製紙工場（江別市）33km

４万Ｄ/Ｗ

３万Ｄ/Ｗ

整備前ルート

整備後ルート

石狩湾新港

苫小牧港

北米

73km

製紙工場（江別市）33km

４万Ｄ/Ｗ

３万Ｄ/Ｗ

整備前ルート

整備後ルート

陸上輸送における
ＣＯ２削減効果

約５５％

●現状
→輸出の場合、京浜港側から空コンテナを荷主先まで
搬送し、バンニング後、実入りコンテナを京浜港に搬入

：輸出（実入り）

：輸出（空コン）
：輸入（実入り）

：輸入（空コン）

【凡例】
：輸出（実入り）

：輸出（空コン）
：輸入（実入り）

：輸入（空コン）

【凡例】

京浜港

内陸部

輸入
（実入り）

輸入
（空ｺﾝﾃﾅ返却）

荷主

バンニング

デバンニング

輸出
（実入り）

輸出用の
空ｺﾝﾃﾅﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ

ｺﾝﾃﾅ
ﾀｰﾐﾅﾙ

現状、大半が片荷輸送
で非効率

内陸部

インランドデポ

京浜港

ｺﾝﾃﾅ
ﾀｰﾐﾅﾙ

バンニング

デバンニング

輸入
（実入り）

輸出
（実入り）

●内陸のインランドデポ機能を活用した場合
→内陸部のインランドデポで輸出コンテナ・輸入コンテナ
をマッチングさせることで、効率的な両荷輸送を実現

荷主

現状、大半が片荷輸送
で非効率

荷主
荷主

渋滞発生
ﾀｰﾐﾅﾙ周辺の
交通混雑緩和

空コンテナ
ストックヤード

インランドデポにて空コン
テナのマッチングにより
両荷輸送実現

運送業者

運送業者

実入りコンテナの
搬出入のマッチング

（朝）

（夜）

Ｔ港

Ｙ港

Ｃ港渋滞緩和

渋滞緩和

Ｋ港

●はしけ輸送の活用

渋滞緩和により
トラックの回転率向上

Ｔ港

Ｙ港

Ｃ港渋滞発生

渋滞発生

Ｋ港

ＣＴの処理能力を超える交通負荷

●現状

コンテナ受渡箇所が限定的

はしけによる
コンテナの海上輸送

ＣＴへの過度の
交通負荷を緩和

ＣＯ２削減効果
約８５％

（京浜港間での試算）

Ｎ港

5,000DWT5,000DWT
発電所発電所

石炭灰の発生石炭灰の発生

Ｈ港

セメント工場セメント工場

循環資源取扱循環資源取扱
支援施設支援施設

約420km
年間約５万トンを

Ｈ港へ輸送

約４８０ｋｍ

ＣＯ２排出量
約８４％削減

港湾機能の拠点的な配置と強化による陸上輸送距離短縮の例

インランドデポの利活用による空荷輸送の削減イメージ

転換後

転換前

鈴鹿

敦賀港

新潟港

フェリー輸送

トラック輸送

ＣＯ２排出量
約５４％削減

二酸化炭素排出量
480.1t-CO2/年

輸送距離
607km
（トラック170km、フェリー437km）

鈴鹿～敦賀港～新潟港～白根
（トラック、フェリー、トラック）

二酸化炭素排出量
1041.5t-CO2/年

輸送距離
577km

鈴鹿～白根
（トラック）

フェリーへのモーダルシフトによるCO2削減の例

横持ち輸送の海上輸送への転換によるCO2削減イメージ

循環資源の海上輸送によるCO2削減イメージ
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緩和策に関する具体的施策

緑地・藻場の整備促進

港湾におけるＣＯ２の吸収源
拡大等の施策の推進

ヒートアイランド対策の推進

産業界における地球温暖化対策のとの連携

臨海部の産業間の連携等に
よる緩和策

技術の普及や技術開発等の取り組みへの協力

港湾・ターミナル周辺における渋滞対策

港湾活動に伴う温室効果ガスの排出削減

船舶版アイドリングストップの促進 再生可能エネルギーの利活用促進 省エネルギー型荷機械の導入促進

【船舶版アイドリングストップのイメージ】

配電盤

受電設備

ケーブル

陸上電源

受・送電施設

ＣＯ２等

陸側接続盤

受・送電施設 陸上電源

ケーブル

船側接続盤

【船舶版アイドリングストップのイメージ】

配電盤

受電設備

ケーブル

陸上電源

受・送電施設

ＣＯ２等

陸側接続盤

受・送電施設 陸上電源

ケーブル

船側接続盤

港湾管理者を中心とする総合的な
温室効果ガス削減計画策定の推進

港湾関連
事業者

港湾
管理者

国

計画の共有

排出量
算定

ツール

排出量
算定
ツール

先駆的
取組
事例

先駆的
取組
事例

温室効果
ガス

排出削減
計画書

温室効果
ガス

排出削減
計画書

産 学 官

自主行動計
画策定団体

学識経験者等 国・港湾管理者

ターミナル前の渋滞状況

ＣＯ２：約４０％削減
ＮＯx、ＳＯx：約９０％以上削減

（国内フェリーでの試算）

ゲート屋根へ太陽光パネルを設置

巻下時の回生エネルギーを
キャパシタに蓄積する

巻上時には蓄積された
エネルギーを使用する

１台あたり約６６ｔ－CO2／年の削減効果
（ＣＯ２削減率４０～５０％）

適切な管理によりＣＯ２を吸収

二酸化炭素の回収・貯留のイメージ

① 港湾における温室効果ガス排出状況や分析ツー
ルの作成

② 先駆的取組事例に関する調査、情報共有の促進
③ 分析ツールに基づくCO２排出量の算定

④ 先駆的取組事例を基に講じるべき施策及び目標削
減量を算定

⑤ 温室効果ガス排出削減計画を策定
⑥ 計画に基づく取組の実施

産学官の連携による温室効果ガス削減に向けた推進体制

①②

③④
⑤⑥

港湾における温室効果ガス排出削減計画のイメージ「風の道」の導入イメージ

風の道の確保

ハイブリッド型トランスファークレーンの例

緑地の整備イメージ


